













　第 1 節　精神医学者による証言の制限と連邦証拠規則704条 （b） 項の制定
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あるか否か
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が許容されるのかという点に議論軸を設定した上で検討を加える。


























































































































ある（本稿第 1 章第 2 節）。
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無や程度が、心神喪失あるいは心神耗弱を認めるのに十分なものであるか
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認められよう。
　連邦証拠規則は、 第 4 章に 「関連性とその限界 （Relevance and its Limits）」
と称する章を設け、その401条から403条に「関連性（Relevancy）」につい
ての総則規定を置いている。また、第 7 章には「意見証言および専門家証言
（Opinions and Expert Testimony）」と称する章を設け、その702条で「専
門家証人の証言（Testimony by Expert Witnesses）」についての規定を、 
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弱を認めるのに十分なものであるか
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の適切性」要件は、むしろ「立証趣旨
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